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● 成年後見制度については、本人の判断能力や支援の必要性に応じて、後見・保佐・補
助を適切に選択し、本人の意思と尊厳を尊重した運用が求められる。

　　市は、必要なときに必要な範囲で利用できる制度への見直しや、デジタル遺言制度
を含む国の法改正の動向を注視するとともに、身寄りのない高齢者や障がい者に寄
り添った相談・支援体制の充実と、成年後見制度のさらなる周知に取り組まれたい。

● 民生委員の活動内容を市民に周知し、欠員の解消を図るため、積極的に取り組まれた
い。

● ケースワーカーが、安心して生活困窮者の相談にのれるよう、増員など体制の強化を
図られたい。

● ゲートキーパー養成講座について、より多くの市民が受講できるよう、オンライン開
催の特性を生かし、募集人数や開催方法の工夫など受講機会の拡充を図られたい。

● 産後ケアの利用者の声やニーズを踏まえ、経産婦を含め、希望する方が安心して利用
できる受け入れ体制及び利用環境のさらなる充実を図られたい。

● プレママパパクラスの開催においては、男性の参加率向上も目指し、土日開催やオン
ライン等も検討され、外部委託化も含め、より利用しやすくなるよう体制づくりに
努められたい。

● 国民健康保険事業会計において、市はデータヘルス計画に基づき、ＡＩを活用した受
診勧奨など、特定健康診査や特定保健指導に関する先駆的な取組を進めている。そ
の実施内容や効果を広く市民に周知するとともに、ＡＩの分析結果をより効果的な
受診勧奨や保健事業につなげ、特定健康診査の受診率向上に向けて、より一層取り
組まれたい。

● 要介護度改善ケア奨励事業においては、高齢者をとりまく環境の変化を見据え、要介
護度改善につながるより効果的な取組となるよう、事業内容や対象者の見直しを図
られたい。

● ジェネリック医薬品使用の啓発に向けて取り組まれたい。

【認定第３号】
● 小児、周産期救急をはじめ、公立病院として担うべき政策的医療及び不採算部門につ
いては、借入金でなく、負担金とするよう検討されたい。

● 市民病院の食事においては、尚一層喫食者の意見を反映させた食事づくりに努められ
たい。

● 郵送業務について、発送方法の見直しをさらに進め、郵送料の上昇も踏まえ、市民の
利便性に配慮しながら、郵送件数及び郵送経費の削減に努められたい。

● 指定管理者等に対する労働条件（環境）審査及びモニタリングに際し、労働関係法令
の頻繁な改正に適応すべく、研修などの取組を強化されたい。

● 女性管理職の拡大にさらに取り組まれたい。
● 職員のメンタルヘルス対策について、早期相談や休職予防、円滑な職場復帰及び復職
後の定着まで切れ目のない支援を充実されたい。

● 工事請負契約締結に際し、各種施策（余裕期間制度、発注時期の平準化、入札制度の
逐次見直し等）を最大限活用し、意欲ある市内事業者の活用を積極的に進められたい。

● ＤＸの推進にあたっては、利用状況や市民の声を踏まえ、市民が利便性の向上を実感
できる行政サービスにつなげられたい。

● 生成ＡＩの業務活用に際し、そのメリット・リスクを周知徹底し、組織としての業務
最適化はもちろんのこと、職員個人の能力向上に資するよう取り組まれたい。

● 次世代自動車導入促進と導入費低減に向けた検討に努められたい。
● 経営改革については、業務改善に取り組んだ件数だけでなく、改善後の業務時間や経
費の削減、市民サービスへの効果についても継続して検証されたい。

● 明るい選挙推進委員の増員と特に若年者採用に取り組まれたい。
● 勤労者福祉サービスセンターについては、加入事業所数の減少が続いていることから、
魅力向上に努め、加入促進及び自主財源の確保など持続可能な運営に取り組まれたい。

● 町田市文化交流センターの稼働率向上に向けては、利用者の声を聞き、その改善に努
められたい。

● 「町田リス園基本計画」策定に当たっては、運営法人や通所者の意向を十分尊重され
たい。

● 消防団員定数割れが３年連続で継続している。具体的な数値目標を設定した上で、若
手・女性団員の獲得に向けた取組を強化されたい。

● 消防団員の負担軽減のため、報告書等の事務作業についてのデジタル化を推進された
い。

● 自主防災組織への加入世帯数・補助金交付額が減少傾向にある。申請忘れ等への周知
にとどまらず、若い世代・単身世帯等への加入促進策を具体的に講じられたい。

● 自主防災組織や町内会・自治会等で避難訓練などが行えない組織や地域の調査を行い、
実態を把握されたい。

決算審査（健康福祉）
認定すべきもの と決定

決算審査（総務）
認定すべきもの と決定

� など計７８件の意見を附帯決議として付しました。� など計７０件の意見を附帯決議として付しました。

歳入合計
約2,097億円

歳入合計額
209,725,072,508円

令和７年度　歳入決算額の内訳（一般会計）

その他
32,131,905,848円（15.3％）
その他
32,131,905,848円（15.3％）

市債
5,551,000,000円（2.7％）
市債
5,551,000,000円（2.7％）

繰入金
11,815,565,973円
（5.6％）

繰入金
11,815,565,973円
（5.6％）

地方消費税交付金
11,367,674,000円（5.4％）
地方消費税交付金
11,367,674,000円（5.4％）

都支出金
31,208,539,051円
（14.9％）

都支出金
31,208,539,051円
（14.9％）

市税
74,840,883,374円
（35.7％）

市税
74,840,883,374円
（35.7％）

国庫支出金
42,809,504,262円（20.4％）
国庫支出金
42,809,504,262円（20.4％）

歳出合計
約2,028億円

歳出合計額
202,880,996,944円

令和７年度　歳出決算額の内訳（一般会計）

民生費
103,202,105,969円
（50.9%）

民生費
103,202,105,969円
（50.9%）

商工費 1,035,508,002円
議会費 618,198,137円
農林費 292,949,020円
労働費 37,805,022円

その他
1,984,460,181円（1%）

総務費
33,328,661,301円（16.4%）

教育費
19,005,476,385円
（9.4%）

衛生費
16,891,518,733円
（8.3%）

土木費
14,503,736,173円
（7.1%）

公債費
8,776,226,108円
（4.3%）

消防費
5,188,812,094円（2.6%）
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９月９日・１０日・１６日
に議案５件、認定１件
の審査を行いました。

９月９日・１０日・１６日
に議案５件、認定２件
の審査を行いました。 総　務健康福祉

審査から 令和７年度 決算を審査
　本定例会では、決算についても各常任委員会で審査しました。各常任委員会では活発に質疑が行われ、決算審査の結
果「認定すべきもの」と決し、多数の意見が付されました。
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例


